
事業開始に要する資金及び資金の調達方法の作成手順（例示） 

 
民間事業者による信書の送達に関する法律施行規則様式第３により、事業収支見

積書算出根拠のデータを基に作成します。 
以下に作成手順を例示します。 

注： 「事業開始に要する資金及び資金の調達方法（例示）」は、一例ですから自社の実態

と合わない場合には適宜修正して作成してください。また、不明な点は監理官にご相

談ください。 

 

事業開始に要する資金及び資金の調達方法（例示） 

 

 １ 事業開始に要する資金                       （単位 ： 円） 

項  目 事業開始に要する資金 

①信書便差出箱その他

の事業の用に供する機

械及び器具費 

ア取得価格 

（割賦未払金を含む全額） 

０ 

 

イ賃借料の１カ年分 １２２，４００ 

②営業所、事業場その他の事業用不動産の取得価格又は賃

借料の１カ年分 
５０８，８００ 

③人件費の２カ月分 ６５６，０２２ 

④業務委託費の２カ月分 ０ 

⑤その他費用の２カ月分 ２７４，０６６ 

事業開始に要する資金の合計 （Ａ）   １，５６１，２８８ 

自己資金の合計 （Ｂ）   １，５６１，２８８ 

自己資金比率 （Ｂ）÷（Ａ）×100 １００％ 

 
①のア取得価格は、信書便事業で使用する機械や器具を新たに購入した場合にそ

の取得価格を計上します。記載例では、既存車両を使用するため０円としています。 
 
 ①のイは、リース契約などにより利用料を支払って使用している機械、器具の賃

借料１年分を計上します。 
 記載例では、信書便事業支出の販売費及び一般管理費で計上している１００，０

００円／月（給与計算等で使用するコンピュータ等の機器使用料）の１年分に信書

便事業収入比率を乗じて信書便事業の負担分１２２，４００円を計上しています。 
  
 ②は、信書便事業を行うために事業用不動産を取得した場合はその取得金額を、

賃借している場合はその１年分の賃借料を計上します。 



 なお、②に計上した賃借料と後記「２事業用不動産の取得価格又は賃借料の不動

産別内訳」に計上した取得価格又は賃借料の１カ年分欄の額は一致します。 

 

 ③は、信書便事業に係る人件費の２ヶ月分を計上します。 

 なお、③に記載した人件費と後記「３人件費の部門別内訳」の合計欄の金額は一

致します。 

 

 ④は、信書便の業務の一部を委託する場合にその２ヵ月分を計上します。 

 

⑤は、信書便事業支出の経費月額から①イ及び②の賃借料月額を控除した額に租

税公課（登録免許税を除く。）月額を加えた額の２ヶ月分に登録免許税      

３０，０００円を加えた額を計上します。 

 

２ 事業用不動産の取得価格又は賃借料の不動産別内訳           （単位 ： 円） 

名称 所在地 
取得又は 

賃借の別 
面積（㎡） 

営業所の 

設置の有無 

取得価格又

は賃借料の 

１カ年分 

本社 

○○事業所 

○○県○○市１丁目３ 

○○県○○市５丁目２ 

賃借 

賃借 

102㎡ 

135㎡ 

無 

有 

306,000 

202,800 

 信書便事業で使用する事業用不動産について所在地ごとに記載します。 

面積欄は信書便事業で使用する面積を記載します。他事業と共用する部分は、信

書便事業収入比率により按分するなどして面積を求めます。 

営業所の設置の有無欄は、記載の事業用不動産で信書便物の引受けを行う場合は

有と記載し、行わない場合は無と記載します。 

取得価格又は賃借料の１カ年分欄の「取得価格」については、既に取得している

事業用不動産については計上しません。なお、同欄の合計額は、前記「１事業開始

に要する資金②」の金額と一致します。 

 

３ 人件費の部門別内訳                      （単位 ： 円） 

作業部門従業者の人件費 事務部門従業者の 

人件費 
合  計 

専従従業者の人件費 兼務従業者の人件費 

 

（    人） 

４５４，４０８ 

（０．６８人） 

２０１，６１４ 

（０．３１人） 

６５６，０２２ 

（０．９９人） 

  人件費は、作業部門及び事務部門の別に２ヶ月分の人件費を求めます。兼務従

業者及び事務部門従業者の従業者数は、各事業に従事した分量等の割合で按分し

て求めます。記載例では、作業部門を信書便物取扱比率で、事務部門は信書便事

業収入比率を乗じて算出しています。 
 

 



４ 資金の調達方法                        （単位 ： 円） 

  自己資金及び合計欄の金額は、前記「１事業開始に要する資金の自己資金の合

計又は事業開始に要する資金」の合計と一致します。 
 

調達資金の内訳 金 額 

自己資金 １，５６１，２８８ 

 うち増資  

借入金  

その他  

合     計 １，５６１，２８８ 


